
脱炭素社会実現に向けた取り組み
近年、大型台風や集中豪雨、干ばつや熱波などの異常気象と、それにともなう災害が世界各地で発生し、甚大な被害をもたらしてい
ます。気候変動によって、極端な気象現象が増え、インフラなどの機能停止リスクや食糧の安全保障が脅かされる可能性が指摘され
ています。一方、2020年10月、日本政府は2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現をめざすことを宣言し、地域や民間企業
も次々に表明し、政府や民間企業などで検討や活動を進めています。当社グループでは、長期的視点に立ち、脱炭素に向けた気
候変動への対応を重要課題に掲げ、中期的に低炭素社会実現に向けた取り組みを進めております。

中期方針（2020-2024年）における課題

「地球や社会と共存」に向けた企業活動
 ・持続可能な開発のためグローバル ･パートナーシップを構築
 ・製品ライフサイクルを通じ、化学物質の管理および廃棄物の削減
 ・資源再利用の積極的活用と再生可能エネルギーの活用

環境への取り組み

化学工場での生産活動が事業の中心となる当社グループでは、環境保全にかかわる取り組みを優先課題の一つととらえています。

当社グループの環境への取り組みは、法規制を遵守した環境汚染の防止はもとより、当社グループを取り巻く状況や将来的な変化

予測を踏まえて、環境負荷の低減をめざして活動しています。

基本的な考え方

低炭素社会実現に向けたこれまでの歩み

2014年度までに大阪工場を停止し、事業改革を推進する
「PLAN14」により、製品の改廃に取り組みました。その結果、生
産効率の悪い製品や環境負荷のかかっていた製品の見直しが
進み、CO₂排出量およびエネルギー使用量の削減が進みました。
また2015年度より、長期経営計画（Next Stage 10）がスタート
し、電子材料へ注力する一方、不採算事業の見直しなどによる
事業改革推進が進行中です。その結果、売上高および利益が増
加する中で、CO₂の排出増加を抑えることができました。

事業改革による低炭素社会への貢献

2020年度は、冷凍機更新、コンプ
レッサーの入替など省エネ効果
の高い投資を実施いたしました。

冷凍機の更新

カーボンニュートラル実現検討委員会の設置

【2021年度活動予定】省エネ活動、高付加価値製品への移行、太陽光発電（金沢工場）稼働、電力契約の見直し検討

2050年、脱炭素社会実現に向け、目標に対する実効性を高めて
いくため、2021年3月カーボンニュートラル実現検討委員会を
発足させました。
経営企画本部を事務局に、金沢工場、神港有機のエネルギー関
連の責任者を中心に構成されたプロジェクトです。
長期目標に対し、マイルストーンの設置の設定を行い、2021年
度の目標および具体的な施策を経営会議で提案しました。

今後、TCFDに準じたシナリオ案、目標達成に向けた具体的施策
など経営会議で随時報告を行い、グループ全体一丸となって、
カーボンニュートラル実現に向けて取り組んでいきます。

環境負荷の状況

当社グループは、原料の調達、生産、廃棄、リサイクルに至るまでの

事業活動において、環境に与える影響を正確に把握し、使用量、排

出量の削減および再利用を定性的、定量的に把握し、環境負荷低

減に努めてまいります。

各種ESGデータは、ホームページに公開予定です。（2021年9月）

エネルギーや資源の使用量を低減する努力をしています

事業活動による排出を低減する努力をしています

ＩＮＰＵＴ

事業活動

インプット

アウトプット

当社グループ

ＯＵＴＰＵＴ

原料

51.0千㌧

研究開発/生産活動

生産量 40.3千㌧

水

594万㌧

エネルギー

総エネルギー 　15,637KL

電力 　6,997KL

重油 　4,312KL

天然ガス 　4,321KL

その他 6KL

大気排出量

ＣＯ２ 　42.6千㌧

ＳＯX 　3.7㌧

水域排出量

ＣＯＤ負荷量 　18.0㌧

ＳＳ負荷量 　16.7㌧

廃棄物排出量

産業廃棄物発生量 　19.0千㌧
（再資源化率22％）

社内処理量 11.6千㌧
（社内処理率61％）

最終埋立処分量 　137㌧
（最終処分率 0.7％）

社外排出量 　7.4千㌧

ＮＯX 　17.2㌧

PRTR物質 20.4㌧

(注 ： エネルギー使用量は、原油換算しています。)
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PLAN14による効果 Next Stage 10  事業改革推進効果
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当社グループにおけるCO₂削減に向けた施策
大阪事業所/
金沢研究所

● 省資源/省エネルギーに貢献する製品の開発

神港有機本社工場 ● 電動リフトへの切替

全事業所 ● 屋内外の照明のLED化による節電

金沢工場/
酒田工場

● 設備機器インバータ化による節電
● 設備洗浄方法見直し（工程短縮）による節電
● 空調機/冷凍機の更新および運転見直しによる節電

脱炭素社会実現に向けたCO2削減率目標

2020年度
実績

2021年度
目標

2024年度
（中期目標）

2030年度
（中期目標）

2050年度
（長期目標）

11% 12％ 実質ゼロ15％以上 30％以上
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■ｎ－ヘキサン　■メタクリル酸メチル　■アクリル酸メチル　■その他
　　排出量削減率（2019年度基準）

従業員とのかかわり
従業員が業務を通じて、働きがいと成長を実感できる企業をめざしてまいります。

当社グループにおける働き方改革は、労働時間の単なる削減にとどまるのではなく、従業員一人ひとりの「働きがいの向上」

を図っていく中で、生産性の向上を目的としています。そのため、従業員の主体性や挑戦意欲を引き出し、「誠意・熱意・創意」

を育む風土を創り、個人の幸せと会社の持続的成長の両立を実現してまいります。

重点戦略－人材育成・働き方改革－

▶「働きがい」の継続的な向上
　・「働きがい」の可視化と、その向上に向けた継続的な取り組み

　・「人生100年時代」を見据えた人材の活躍環境の整備および第2の人生設計支援（働き方、生き方の多様化促進）

　・多様で柔軟かつ時間意識の高い働き方の定着に向けた取り組み

働き方の可視化（働きがい指標）
●外部機関によるエンゲージメント・サーベイ（従業員のやりがい度調査）の結果をKPIに

基本的な考え方

人材確保
戦略的中途採用の推進
（デジタル人材/グローバル人材など）

ダイバーシティ

多様な人材が活躍できる職場づくり

一人ひとりの個性を尊重（バイアスの排除）
ジェンダー格差解消

ワークライフバランス
働き方の多様性を推進

人材育成/人事制度

一人あたりの労働時間の削減

働きがいの向上

育成目的の評価制度

人権の尊重
ハラスメント対策
内部通報制度の実効性を高める施策

健康経営
体の健康管理
心の健康管理

働き
がい

意欲
能力の向上

健康
確保

働き
やすさ

意欲・能力の向上働きやすい職場 健康確保

環境負荷低減に向けた取り組み

当社グループでは、事業活動の中で多くのエネルギー、化学物質、水質源などを使用しており、環境に対してさまざまな

影響を与えることから、事業活動にともなう環境負荷の低減活動を行っております。

活動の基盤である環境コンプライアンスについては、各国および地域における環境関連の法令遵守を徹底しております。

加えて、継続的な教育や監査の実施を通して、従業員に法令遵守の重要性を浸透させています。一方、地域住民の

方 と々定期的にコミュニケーションを図ることにより、住民の方々への環境配慮を心掛けております。

2020年度においては、重要な環境コンプライアンス違反件数はゼロでした。引き続き、地域住民の方々へ安全・安心を

提供し、地球環境に配慮した活動を続けていきます。

基本的な考え方

上位

下位

A
上位10％以内

B
上位10％～30％

C
上位30％～45％

D
下位40％～55％

E
下位20％～40％

F
下位20％以内

2030年度
目標

◀

◀

◀

2024年度
目標

2020年度
（現状）

エンゲージメント・サーベイとは？　
エンゲージメント・サーベイは、いわば会社の健康診断。この調査を実施することにより、
従業員の「本音」を知り、組織の状態＝健全度を可視化することが可能です。そして、調査
の結果をもとに、現状の組織の課題を明らかにするとともに、課題の解決に必要な施策を
打つことで、エンゲージメント＝前向きな関係づくりへとつなげることができます。
エンゲージメントが向上すると、従業員一人ひとりが「能力を存分に発揮できている！」
「働きがいを感じている！」「仕事を楽しめている！」「会社、職場が好きだ！」と実感できる
ようになっていきます。これによって、従業員の生きがいにつながるとともに、企業の持続
的成長の基盤となります。
※エンゲージメント…企業と従業員との前向きな関係のこと。従業員の一人ひとりが目標を確
実に理解することで、自分の力を自発的に発揮しようとする意欲を生み出します。

産業廃棄物の排出抑制

当社グループでは、環境負荷のさらなる低減に向け、3Ｒ（リ
デュース、リユース、リサイクル）活動を展開しています。これによ
り、産業廃棄物の発生量を抑制するとともに、発生した廃棄物
の分別を徹底し、廃棄物の再資源化を増やすことで、限りある
資源の有効活用をめざしています。これまで、副生油処理システ
ムによる廃油の燃料化、廃溶剤のボイラー燃料化を行い、社内
の再資源化を進めています。2020年度については、外部処理廃
油から社内燃料化処理が進み、再資源化率は前年度比2.2ポイ
ント増の21.5%となっています。今後の取り組みとしては、廃油
の処理方法の検討を行い、資源循環を意識した活動に取り組ん
でいきます。

PRTR制度対象化学物質排出量の削減

環境負荷低減の一環として、事業を通じて生じる化学物質を適
正に管理し、排出量の削減を進めています。この取り組みとし
て、日本化学工業協会の自主的なPRTR調査に参加し、化学物
質の環境への排出量の削減に取り組んでいます。これまでの削
減施策として、屋外タンクやプラントの脱臭設備強化に取り組
みました。2020年度については、排出量削減率は対前年度比
3.2%となりました。今後の取り組みとしては、VOC燃焼設備の
導入を検討し、更なる排出量の削減に努めてまいります。
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大気汚染防止

当社グループは、これまでにボイラーや焼却炉の適正運転を進める

などの対策を通じて、大気汚染の防止に注力してきました。そして、

大気への有害物質の排出削減をさらに進めています。

今後も引き続き排出量の監視を継続的に行うとともに、排出の削

減に努めてまいります。

水質汚染防止

当社グループは、排水処理の継続的監視を行い、法規制値を遵守

することで、水質汚染の防止に尽力しています。

特に、活性汚泥処理施設や廃水焼却炉の適正な運転を進めること

で、水域への環境負荷低減に継続的に取り組んでいます。

規制値を十分下回っており、今後も引き続き監視を継続しながら、

削減に努めてまいります。

再資源化率（対2015年度） 2020年度実績  21.5％ 2024年度目標  25％以上

排出量削減率（対2019年度） 2020年度実績  3.2％ 2024年度目標  60％以上
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